
不妊に悩む方への特定治療支援事業の改善 

○不妊治療への助成拡大            【平成28年度予算案：157.7億円】（平成27年度予算130.3億円） 

⇒ 初回治療の助成額の増額と男性不妊治療の助成を拡大する。 
①  
   ※体外受精１回あたり、30万～40万円の費用がかかる。 

② 不妊の原因が男性にある場合に精子回収を目的として行われる手術療法である「ＴＥＳＥ」等を実施した場合に、 

 15万円を限度に上乗せして助成（治療費の約50％をカバー）          

※ 精子回収を目的とした手術療法としてはTESEが主流。中でも、手術用顕微鏡を用いて精巣内より精子を回収する方法 

（microdissection-TESE）は、1回当たり30万～50万円の費用がかかる。無精子症に対しても６割程度の精子回収率が期待され、   

有効な治療法。 

治療内容 

排卵誘発 ・ 排卵周期を確認するための超音波検査、薬剤の投与。 

採  卵 ・ 採卵、麻酔、培養（培養液につけて管理すること）、薬剤投与。 

採  精 
・ 採った精子を調整（運動良好精子を回収する）。 

受  精 ・ 受精、培養（細胞分裂の進行具合の確認、所要２～５日）。 

胚 移 植 ・ 胚移植、移植後のホルモン補充のための薬品投与。 

⇒ 男性に対する治療が必要な場合 
 ・ 手術用顕微鏡を用いて精巣内より精子を回収（TESE）※ 

（※）＋30万～50万円 

合計：30万～40万円 ⇒ ＴＥＳＥ実施の場合（※） 合計：60万～90万円 

現行：最大15万円を助成（治療費の約50％） 

①初回治療の場合助成額を最大30万円に増
額（治療費の約100％） 

②ＴＥＳＥ等を実施した場合15万円を
限度に上乗せして助成 

【体外受精の流れ】 

出産に至る割合が多い初回治療の助成額を最大15万円 ⇒ 最大30万円に増額(治療費の約50％⇒約100％をカバー)   

３（１）安全・安心に妊娠・出産・子育てのできる環境の整備について 
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情報の共有 

○ 現状様々な機関が個々に行っている妊娠期から子育て期にわたるまでの支援について、ワンストップ拠点（子育て世代包括
支援センター）を立ち上げ、切れ目のない支援を実施。 

○ ワンストップ拠点には、保健師、ソーシャルワーカー等を配置してきめ細やかな支援を行うことにより、地域における子育て世
帯の「安心感」を醸成する。 

○ 子育て世代包括支援センターを法定化し、おおむね平成32年度末までに全国展開を目指す。 

  ➢ 平成２７年度実施市町村数（予定）：１５０市町村  ➢ 平成２８年度実施市町村数（予定）：２５１市町村（４２３か所） 
 

子育て世代包括支援センター 

保健師 ソーシャル 
ワーカー 

助産師 

医療機関 
（産科医等） 

保健所 児童相談所 

民間機関 
連携・委託 

子育て世代包括支援センターの法定化・全国展開 

利用者支援 
実施施設 

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児 

産後ケア事業（心身のケアや育児サポート等） 妊婦健診 乳児家庭
全戸訪問
事業 

子育て支援策 
 ・保育所 
 ・地域子育て支援拠点事業 
 ・里親 ・乳児院 
 ・その他子育て支援策 両親学級等 

妊娠に関する普
及啓発 

不妊相談 

産前・産後サポート事業（子育て経験者等の「相談しやすい話し相手」等による相談支援） 

定期健診 予防接種 養子縁組 

子育て支援機関 

地域ごとの工夫をこらして子育て世代包括支援センターを立ち上げ、コーディネー
ターが、各機関との連携・情報の共有を図り、妊娠期から子育て期にわたる総合的
相談や支援をワンストップで行うとともに、全ての妊産婦の状況を継続的に把握し、
要支援者には支援プランを作成 

地域の実情に応じて、 

産前・産後サポート事業、産
後ケア事業等を実施 
 

妊産婦等を支える 

地域の包括支援体制の
構築 
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     入院児童等家族宿泊施設整備事業 

【要求主旨】 
  小児がんなどの治療を行う医療機関は、首都圏など大都市に集中しており、こ  
 うした医療機関には、遠隔地から多数の子どもが受診に来ており、このため付添 
 家族は長期間の滞在を余儀なくされている。 
  家族の経済的負担を軽減するとともに、入院児童等の情緒不安を解消するため、 
 家族が宿泊し、子どもとのふれあいができる部屋を医療機関等に整備する。 

【事業内容】 
 
 ＜補助対象＞  
  都道府県等が行う入院児童等家族宿泊施設の施設整備事業 
 
 ＜補助か所数＞ 
  ２０か所 
 
 ＜補助額＞ 
  １か所当たり 標準的規模（５室２００㎡）の場合 51,200千円 
 
 ＜補助率＞ ３／４（国3/4、都道府県・指定都市・中核市1/12、設置者2/12） 
 

【２７年度補正予算案：７．７億円】 
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４．特別な配慮が必要な子ども・家庭 

への支援 





４（１）すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクトについて 

○経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭や多子世帯が増加傾向にあり、自立支援の充実が課題。 
○児童虐待の相談対応件数は増加の一途。複雑・困難なケースも増加。 

８月２８日 ひとり親家庭・多子世帯等自立支援策及び児童虐待防止対策の「施策の方向性」をとりまとめ 
→年末を目途に財源確保も含めた政策パッケージを策定 

○就業による自立に向けた支援を基本にしつつ、子
育て・生活支援、学習支援などの総合的な取組を
充実 

○具体的には、ひとり親家庭が孤立せず支援につな
がる仕組みを整えつつ、生活、学び、仕事、住ま
いを支援するとともに、ひとり親家庭を社会全体
で応援する仕組みを構築 

【主な内容】 
 ◇自治体の窓口のワンストップ化の推進 
 ◇子どもの居場所づくりや学習支援の充実 
 ◇親の資格取得の支援の充実 
 ◇児童扶養手当の機能の充実 など 

Ⅰ ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト 
 

○児童虐待について、発生予防から発生時の迅
速・的確な対応、自立支援まで、一連の対策を
更に強化。 

【主な内容】 
 ◇子育て世代包括支援センターの全国展開 
 ◇児童相談所体制強化プラン（仮称）の策定 
 ◇里親委託等の家庭的養護の推進 
 ◇退所児童等のアフターケア など 

 

Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト 

すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト 

 施策を着実に実施するとともに、平成２８年通常国会に児童扶養手当法改正案及び児童福祉法等改正法案の提出を
目指す。 
※施策の実施に当たっては、官・民のパートナーシップを構築し民間の創意工夫を積極的に活用。 
※行政が未だ実施していない事業を民間投資によって行い、行政がその成果に対する対価を支払うといった手法等の先駆的な取組も幅広く参考。 37 



ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト（課題と対応） 

○ 経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭や多子世帯が増加傾向 

○ これらの方の自立のためには、 

・支援が必要な方に行政のサービスを十分に行き届けること 

・複数の困難な事情を抱えている方が多いため一人一人に寄り添った支援の実施 

・ひとりで過ごす時間が多い子供達に対し、学習支援も含めた温かい支援の実施 

・安定した就労による自立の実現 

が必要。 

現状・課題 

児
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出
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① 支援につながる 

② 生活を応援 

③ 学びを応援 

 自治体窓口のワンストップ化の推進 

 子どもの居場所づくり 
 児童扶養手当の機能の充実 
 養育費の確保支援 
 母子父子寡婦福祉資金の見直し 
 多子世帯・ひとり親世帯の保育所等利用における負担軽減               

 教育費負担の軽減 
 子供の学習支援の充実 
 学校をプラットフォームとした子供やその家庭が抱える問題への対応  

④ 仕事を応援 

 就職に有利な資格の取得促進 
 ひとり親家庭の親の就労支援 
 ひとり親が利用しやすい能力開発施策の推進 
 非正規雇用労働者の育児休業取得促進                 

就業による自立に向けた就業支援を基本としつつ、子育て・生活支援、学習支援などの総合的な支援を充実。 

対 応 

⑥ 社会全体で応援 
 「子供の未来応援国民運動」の推進 
 子供の未来応援地域ネットワーク形成支援                             

○昭和63年から平成23年の25年間で 
 母子世帯は1.5倍、父子世帯は1.3倍 
（母子世帯84.9万世帯→123.8万世帯、
父子世帯17.3万世帯→22.3万世帯） 

○母子世帯の80.6％が就業しており、そ
のうち47.4％ はパート、アルバイト等 

○母子世帯の平均年間就労収入（母自身
の就労収入）は181万円、平均年間収
入（母自身の収入）は223万円 

⑤ 住まいを応援  ひとり親家庭等に対する住居確保の支援             
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